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法令及び定款に基づく
インターネット開示事項

当社は、第55期定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のう
ち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、
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に掲載することにより株主の皆様に提供しております。

① 連結計算書類の連結注記表
② 計算書類の個別注記表
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称 株式会社ブルーム

アットスタッフ株式会社
（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況
持分法適用の非連結子会社及び関連会社数

３社
持分法適用の非連結子会社及び関連会社の名称

ＲＧＣ株式会社
株式会社ペアレント
トイレタリージャパンインク株式会社

② 持分法適用手続に関する特記事項
持分法適用会社のうち、ＲＧＣ株式会社の決算日は２月末日であります。連結計算書類の作成にあたっては、
同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行ってお
ります。
持分法適用会社のうち、株式会社ペアレントの決算日は８月末日であります。連結計算書類の作成にあたって
は、２月末日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい
ては連結上必要な調整を行っております。
持分法適用会社のうち、トイレタリージャパンインク株式会社の決算日は12月末日であります。連結計算書類
の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上
必要な調整を行っております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定）

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法
ロ．棚卸資産 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産 定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によ
っております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ２～38年
機械装置及び運搬具 ２～17年

ロ．無形固定資産 定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については主として貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。
ハ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を

計上しております。
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④ 収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
イ．主要な事業における主な履行義務の内容

当社グループの事業セグメントは卸売事業の単一セグメントでありますが、取扱製品及びサービスの対価を、
日用雑貨品等の物品販売により得られる対価（以下、物品販売売上）と、当該事業の遂行に必要となる倉庫、
配送等の物流機能を活用して得られる対価（以下、物流受託売上）の２つに区分しております。
物品販売売上については、当社が受注した日用雑貨品等の商品を、顧客の指定する納品場所において引き渡す
義務を負っております。
一方、物流受託売上については、入出庫、保管、ラベル貼り、検品、仕分作業、輸送等の役務を個々に、又は
複合的に受注し、当該役務の一つひとつの提供を完了する義務を負っております。

ロ．当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
物品販売売上においては、物品の引渡時点において当該物品に対する支配が顧客に移転し、当社グループの

履行義務が充足されると判断しており、その時点で収益を認識しております。また、収益は顧客との契約にお
いて約束された対価から、リベート及び顧客へ支払う諸経費等を控除した金額で測定しております。
一方、物流受託売上においては、取り扱う物品に対する支配の移転関係は生じず、上述の個々の役務提供を完
了した時点で当社グループの履行義務が充足されると判断しており、その時点で収益を認識しております。

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る負債の計
上基準

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給
付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用
しております。

２．会計方針の変更に関する注記
（1）収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、収益を認識
する時点については収益認識会計基準等の新たな適用による変更はないものの、顧客へ支払う通信費等の諸経費
について、販売費及び一般管理費から売上収益の控除項目へ変更いたしました。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の
期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、当連結会計年度の売上高は、当該基準等を適用しなかった場合と比べて536百万円減少し、売上総

利益も536百万円減少、販売費及び一般管理費も536百万円減少しました。なお、営業利益、経常利益及び税金
等調整前当期純利益への影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影響もありません。

（2）時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業
会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める
新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる連結計算書類への影響はありませ
ん。
また、金融商品に関する注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項の注記を行うこと

といたしました。

３．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度の
連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがあるものはありません。
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４．連結貸借対照表等に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 7,008,352千円
（2）土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再

評価に係る繰延税金負債を負債の部、土地再評価差額金を純資産の部にそれぞれ計上しております。
再評価を行った年月日
2002年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める路線価及び路線
価の無い土地は、第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づいて、合理的な調整を行って算出しております。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の
再評価後の帳簿価額との合計額の差額

1,170,095千円
（3）期末日満期手形

期末日手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

普通株式 5,441,568株
（2）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
（千円）

１ 株 当 た り
配 当 額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2021年６月29日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 209,594 39 2021年３月31日 2021年６月30日

（3）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
2022年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しており
ます。
① 配当金の総額 214,968千円
② １株当たり配当額 40円
③ 基準日 2022年３月31日
④ 効力発生日 2022年６月30日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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６．金融商品に関する注記
１.金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資
は流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。なお、デリバ
ティブ取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式等であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。
借入金は、運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後１ヶ月で

あります。借入金は金利の変動リスクに晒されております。
（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理規程に従い、営業債権等について、各事業部門における担当部署が主要な取引先の状況を
定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収
懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社においても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理
を行っております。
② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社は、外貨建ての営業債権債務はありません。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業

との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の
維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても、同様の管理を行っております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。
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２.金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

投資有価証券

その他有価証券 2,360,178 2,360,178 －
資産計 2,360,178 2,360,178 －

（※１）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」、および
「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記
載を省略しております。

（※２）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上
額は以下のとおりであります。

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 80,772

３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレベルに分
類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定された時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す
るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2022年３月31日）

（単位：千円）
時 価

区 分 レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

投資有価証券

その他有価証券 2,360,178 － － 2,360,178

資産計 2,360,178 － － 2,360,178

（2）時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
該当事項はありません。

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価
をレベル１の時価に分類しております。
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７．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループの事業セグメントは卸売事業の単一セグメントでありますが、取扱製品及びサービスの対価を、
日用雑貨品等の物品販売により得られる対価と、当該事業の遂行に必要となる倉庫、配送等の物流機能を活用し
て得られる対価の２つに区分しております。
対価の種類別に分解した収益は、以下のとおりです。

（単位：千円）
当連結会計年度

（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

物品販売売上 49,425,323
物流受託売上 8,236,429
その他 119,369

顧客との契約から生じる収益 57,781,122
（注）１．連結グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しています。

２．リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入は重要性がないため、上記の顧客との契約から生じる
収益に含めております。

（2）収益を理解するための基礎となる情報
「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 3,905円25銭
（2）１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益 223円70銭
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
② その他有価証券

市場価格のない株式等以外
のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）
（3）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設
備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２～38年
機械及び装置 ２～12年

② 無形固定資産 定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上しておりま
す。

③ 退職給付引当金 当社は、退職給与引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末
自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してお
ります。

④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。

（5）収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
①主要な事業における主な履行義務の内容
当社の事業セグメントは卸売事業の単一セグメントでありますが、取扱製品及びサービスの対価を、日用雑貨
品等の物品販売により得られる対価（以下、物品販売売上）と、当該事業の遂行に必要となる倉庫、配送等の
物流機能を活用して得られる対価（以下、物流受託売上）の２つに区分しております。
物品販売売上については、当社が受注した日用雑貨品等の商品を、顧客の指定する納品場所において引き渡す
義務を負っております。
一方、物流受託売上については、入出庫、保管、ラベル貼り、検品、仕分作業、輸送等の役務を個々に、又は
複合的に受注し、当該役務の一つひとつの提供を完了する義務を負っております。

②当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
物品販売売上においては、物品の引渡時点において当該物品に対する支配が顧客に移転し、当社の履行義務が
充足されると判断しており、その時点で収益を認識しております。また、収益は顧客との契約において約束さ
れた対価から、リベート及び顧客へ支払う諸経費等を控除した金額で測定しております。
一方、物流受託売上においては、取り扱う物品に対する支配の移転関係は生じず、上述の個々の役務提供を完
了した時点で当社の履行義務が充足されると判断しており、その時点で収益を認識しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（1）収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ
ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、収益を認識する
時点については収益認識会計基準等の新たな適用による変更はないものの、顧客へ支払う通信費等の諸経費につ
いて、販売費及び一般管理費から売上収益の控除項目へ変更いたしました。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利
益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
なお、計算書類の主な項目に対する影響額は連結注記表と同一であるため、記載を省略しております。

（2）時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計
基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た
な会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる計算書類への影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目はないと判断しております。

４．貸借対照表等に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 6,233,628千円
（2）関係会社に対する金銭債権、債務（区分掲記したものを除く）
① 短期金銭債権 252,573千円
② 短期金銭債務 232,020千円

（3）土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再
評価に係る繰延税金負債を負債の部、土地再評価差額金を純資産の部にそれぞれ計上しております。
再評価を行った年月日
2002年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める路線価及び路線
価の無い土地は、第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づいて、合理的な調整を行って算出しております。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評
価後の帳簿価額との合計額の差額

1,170,095千円
（4）期末日満期手形

期末日手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
① 売上高 2,396,221千円
② 仕入高 480,282千円
③ 販売費及び一般管理費 1,915,506千円
④ 営業取引以外の取引高 29,855千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び総数
普通株式 67,347株
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７．税効果関係に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）
（2022年３月31日現在）

繰延税金資産
減損損失 95,849
退職給付引当金 127,646
役員退職慰労引当金 111,910
未払事業税 18,059
賞与引当金 16,626
貸倒引当金 4,002
その他 15,320
繰延税金資産小計 389,415
評価性引当額 △104,621
繰延税金資産の合計 284,793

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △362,329
繰延税金資産（負債）の純額 △77,536

８．関連当事者との取引に関する注記
関連会社等 （単位：千円）

種 類 会社等の名称
議 決 権 等
の 所 有
（被 所 有）
割合（％）

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

関連会社 ＲＧＣ株式会社 18.2 役員の兼任 商品の販売
（注） 1,905,568 売 掛 金 200,830

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）ＲＧＣ株式会社への販売価格その他の取引条件は、市場実勢価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 3,605円68銭
（2）１株当たり当期純利益 195円98銭
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